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研究会
五者
＋学識経験者

原子力機構内の一元的開発体制の構築：

高速増殖炉サイクル技術開発推進本部の設置
実証プロセスに関する関係機関間の認識の共有：

高速増殖炉サイクル実証プロセスへの円滑移行に
関する五者協議会・研究会を開始

高速増殖炉サイクル技術の研究開発高速増殖炉サイクル技術の研究開発
◇ 「国家基幹技術」・・長期的なエネルギー安定供給や放射性廃棄物の潜在的有害度の低減に貢献できる
可能性を有する高速増殖炉サイクル技術の実用化に向けた研究開発を実施する。

国
の
方
針
（文
科
省
原
子
力
分
野
の
研
究
開
発
に
関
す
る
委
員
会
）

「高
速
増
殖
炉
サ
イ
ク
ル
の
研
究
開
発
方
針
に
つ
い
て
」

H18（2006）.10末
H18（2006）.3末

実用化戦略調査研究

フェーズⅡ取りまとめ

・ 研究開発の重点化

（主概念：ナトリウム冷却炉

＋先進湿式再処理

＋簡素化ペレット燃料製造）

・ H27（2015）年までの開発計画と

その後の課題

国の評価

実用化研究開発 商
業
ベ
ー
ス
で
の
高
速
増
殖
炉
サ
イ
ク
ル
導
入

2050年以前

実
証
炉
及
び
実
証
燃
料
サ
イ
ク
ル
施
設
の
運
転
開
始

2025年頃

安全性・経済性・資源有効利用性、環境負荷低減性、
核不拡散性の向上を目指した

革新技術の開発

H22（2010）
革新技術の
採用可否判断

H27（2015）
革新技術の
成立性見極め

実用施設・実証施設の概念検討・概念設計

H27（2015）
概念設計提示

「もんじゅ」による発電ﾌﾟﾗﾝﾄの運転
信頼性実証、ナトリウム取扱技術確立

H20（2008）
試運転再開

実証施設の
基本設計・許認可・建設 経済性、

信頼性の実証

研究開発の場として活用

新
た
な
体
制

H27（2015）年

主な海外の開発動向

仏 （H18（2006）.1 ： シラク大統領）

H19（2007）～H22（2010）年： 第４世代原子炉（GenIV炉）の仕様決定

H32（2020）年： GenIV炉プロトタイプの運転開始目標

米 （H18（2006）.2 ： 国際原子力パートナーシップ ‒ GNEP - 構想、H18（2006）.8 ： 一部方針変更）

H20（2008）年： CFTC（統合核燃料取扱センター）、ABR（先進的燃焼炉）の進め方決定

H32（2020）年頃： CFTC、ABRの運転開始目標

上記に向けた動きとしてEOI（関心表明）を募集（H18（2006）.8）

主な多国間協力の動向

GIF（第４世代原子力システム国際フォーラム）

H18（2006）.2： ナトリウム冷却高速炉の研究開発に係わる取決め締結

国際競争を見据えた戦略的対応

米仏等で高速炉開発を加速する動きがあり、我が国の

技術を国際標準にすることを念頭に、開発を加速

国際分業を見据えた戦略的対応

研究開発の効率化のためにも、国際協力を活用

• H18（2006）.9： GNEP-EOIについて、原子力機構
が国内関連各社と連名で関心表明を提出

この枠組みでの日米協力の有効活用を検討

• 日仏協力やGIFの枠組みの有効活用も検討

国レベルの検討

五者協議会

文部科学省 経済産業省

電気事業者 メーカー

原子力機構
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１．予算の確保

２．要員の確保

研
究
開
発
に
必
要
な
予
算
額
（
億
円
）

年度

①

②

※ 日本のFBRサイクルに必要な予算としての推計であり、原子力機構以外となる可能性のある予算を含む
※※ 実証炉、実証燃料サイクル施設の予算は含まない

○ FBRサイクル技術の研究開発において、H27（2015）年度までに右図の
ような総額約６,５００億円の予算確保が必要。
① H19（2007）年度から、新たな開発段階（実用化研究開発）に入る
ため、百数十億円／年程度の予算増額が必要。

・ 経産省がH19(2007)年度からFBRサイクル関連予算を新規に要求
・ 文科省がFBRサイクル関連予算を増額要求

・ 予算要求ベースで、革新技術の開発費については概ね十分
・ ただし、「もんじゅ」、「常陽」等の予算が十分に確保されていない
ため、さらにH20(2008)年度に100億規模の増額が必要

② H23(2011)～H27（2015）年度には、工学規模での技術実証試験
を開始するため、更に大幅な予算増額が必要

これに対し

○研究開発規模の増大に伴い、

原子力機構内の研究開発を

進める上で、人材の増強が

必要（右図参照）

課題への今後の対応：国家基幹技術として推進するため

○当面の開発体制
・ 原子力機構が保持すべき技術の範囲の明確化が必要

（原子力機構に集約か、メーカに分散か）
・ 第二再処理工場の研究開発体制の明確化が必要

○実証プロセスにおける開発体制
・ 役割分担の明確化が必要
・ 技術維持、技術移転方策の検討が必要

○研究開発成果の知識ベースの集約方策
・ 種々の機関、形態で実施する研究開発成果の集約が必要

研
究
開
発
に
必
要
な

原
子
力
機
構
の
要
員
（
人
）

年度

３．開発体制

その他は、「常陽」、
照射後試験施設、
プルトニウム燃料
製造、等

その他は、「常陽」、
照射後試験施設、
プルトニウム燃料製造、
等
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１－① 当面の予算確保について

・ まずは、H19(2007)年度予算について、文科省、経産省の要求額確保に最大限努力するとともに、H20(2008)年度以降はそれ以上を確保する活動が必要（各界への働きかけ）

１－② H23(2011)～H27(2015)年度の予算確保について

・ 技術実証試験に係わる予算の合理化検討 （実証炉、実証燃料サイクル施設の仕様にも係わるため、五者協議会・研究会で、方針検討）

・ 国際協力による研究開発の効率化模索 （米仏等との共同開発、海外施設の活用）

・ 民間資金等の導入可能性検討

これらの対応策を講じても、相当程度の予算増額が必要と予測され、新たな予算の枠組みが必要になる

２．人材の確保について

・ 原子力機構内の関係部門・拠点の連携による対応に加え、種々の形態で人材の確保が必要 （技術協力員、任期付研究員、他機関との共同組織、等）

３．開発体制について

・ 今後、五者協議会・研究会で方針検討を行う予定
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核融合研究開発核融合研究開発

◇未来のエネルギー源と期待される核融合エネルギーの科学的・技術的な実現可能性を実証する

未
来
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
と
期
待
さ
れ
る
核
融
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

科
学
的
・技
術
的
な
実
現
可
能
性
を
実
証
す
る

未
来
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
と
期
待
さ
れ
る
核
融
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

科
学
的
・技
術
的
な
実
現
可
能
性
を
実
証
す
る

政策目標

２１世紀半ばまでに

実用化の目途を

得ることを目標として、

今後３０年間のＩＴＥＲ

の建設・運転及び

幅広いアプローチの

実施等を通じ、

核融合エネルギー

利用への展望を拓く。

成果目標

Ｉ
Ｔ
Ｅ
Ｒ
協
定
発
効

日
欧
協
定
発
効

１０年（建設） ２０年（運転、実験・研究）

【主な目標】

・ 我が国分担の装置・機器を

開発及び製作

・国際的核融合研究拠点を形成することにより、新たな知見の蓄積・人材育成

（内容） ○国際核融合エネルギー研究センター

・ 原型炉設計・研究開発調整センター

・ ＩＴＥＲ遠隔実験センター

・ 核融合計算センター

○サテライトトカマク装置（JT-60の改修）

○国際核融合材料照射施設の工学実証・工学設計活動

【主な目標】

・ 燃焼プラズマを実証

・ 原型炉建設に必要な、炉心プラズマ

技術、核融合工学技術の基盤を構築

【主な目標】

・ ITERの効率的・効果的開発に寄与するとともに、原型炉設計を進展

・ ITERを補完する、炉心プラズマ技術および核融合工学技術の基盤を構築

Ｉ
Ｔ
Ｅ
Ｒ
運
転
開
始

H28

(2016)年度
目標

ＩＴＥＲＩＴＥＲ

・国際協力（日、欧、米、露、韓、

中、印）で実施

・ ITER本体は、フランス・

カダラッシュに建設

・建設期総額約５,７００億円

（うち約５２０億円相当を負担）

幅広い
アプローチ

幅広い
アプローチ

・日欧協力により日本（青森県

六ケ所村、茨城県那珂市）で

実施

・総額920億円（うち約460億円

を負担）

相 互 の 連 携

H19
（2007)年

H19

(2007)年

炉心プラズマ
研究開発

炉心プラズマ
研究開発

核融合工学
研究開発

核融合工学
研究開発

相 互 の 連 携

・ ITER支援研究

・原型炉の実現に向けて高い圧力のプラズマを定常的に維持するための研究

・増殖ブランケットや構造材料の研究

・核融合エネルギーを利用するための基礎的な研究開発

JT-60 改修後のJT-60
新たに約２２０億円

国
際
的
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を
維
持
・確
保
し
つ
つ
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サテライトトカマク運転費(国内分)

サテライトトカマク国内整備費

（年度）

（億円）

サ
テ
ラ
イ
ト
ト
カ
マ
ク

国
内
分
経
費

予算確保に関する課題
○核融合エネルギー研究開発において、以下の予算確保が必要
• ITER建設期（H28(2016)年まで）のITER補助金（左下図）に加えて、炉心プラズマ研究開発、核融合工学研究開発の経費の確保が必要
• サテライトトカマク国内分経費（H28(2016)年までに合計220億円：右下図）の確保が必要
• 幅広いアプローチ活動（BA）終了後（H29年以降）のBA施設の運転経費が必要

研究体制に関する課題

○有機的に連携する研究体制の構築が必要

• ３拠点｛ITER（フランス）／BA（青森県六ヶ所）／JT-60等（茨城県那珂市）｝の有機的連携
体制の構築

• ITER計画に参画する全日本的（大学、核融合科学研究所、産業界）体制の確立が必要
• 我が国唯一のトカマク装置（JT-60／改修後のJT-60）を国内重点化装置として効率的・
効果的に利用する共同企画・共同研究体制の拡充

• ITER及びBA施設の建設活動の中での研究開発体制を継続・維持

（年度）

人
員
数

人材に関する課題
○ ITER/幅広いアプローチ活動（BA）の本格化に伴い人材の確保が必要
• ITER計画への人材派遣、我が国分担機器の調達、BAの推進に当たり、人材の確保が急務
• 職員の増員は最小限にし、可能な限り補助金によるアウトソーシング（技術協力員及び任期付職員）の確保を図る
• 優秀な人材の確保が重要
○ 研究の要である人材の育成と優秀な人材による研究の活性化
• ITER計画への優秀な人材派遣と国内研究活動とのバランス
• 原型炉設計・Ｒ＆Ｄ調整センター／ＩＴＥＲ遠隔実験センター／核融合計算センターが同一場所（六ヶ所村）に存在する
魅力を引き出して、優秀な人材を集める

• BAへの米、露、韓、中、印からの参加を募り、優秀な人材を集めて研究活動を活性化

IT
E
R
/
B
A
関
連
経
費

（億円）

（年度）

◇国際的イニシアティブを維持・確保しつつ、核融合エネルギー利用への展望を拓く
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成果目標

建
設
開
始

世界最高性能のパルス中性子、ミュオンを用いて、
多彩な物質・生命科学研究を展開

【期待される成果】
・質量起源、宇宙創生起源の解明
・素粒子物理学の標準理論の見直しと、高次の理論への展開
・ ニュートリノの謎の解明など

物質・生命
科学研究

物質・生命
科学研究

・物質・生命科学
実験施設

・主としてJAEA
担当

原子核・
素粒子
研究

原子核・
素粒子
研究

2001年
(H 13年)

核変換
研究

核変換
研究

◇ 世界最高レベルの陽子加速器によって得られる多様な2次粒子を利用する
国際研究拠点を構築する （KEKとの共同事業）

JJ--PARCPARC （（ Japan Proton Accelerator Research ComplexJapan Proton Accelerator Research Complex 大強度陽子大強度陽子加速器施設加速器施設））

原子核・素粒子
実験施設

3 GeV 
シンクロトロン

リニアック

ニュートリノ
実験施設

50 GeV 
シンクロトロン

物質・生命科学
実験施設

核変換実験
施設（Ⅱ期）

核破砕中性子源

陽子ビーム

ビームライン
23本の設置が可能

実験装置

物質・生命科学実験施設
（中性子実験施設）

基
礎
研
究
か
ら
応
用
研
究
ま
で
の
多
彩
な
研
究
を
行
う
こ
と
で
、

知
的
探
求
な
ら
び
に
、
ナ
ノ
、
材
料
、
バ
イ
オ
な
ど
の
産
業
発
展
へ

貢
献
す
る
。

施
設
供
用
開
始

・原子核・素粒子
実験施設

・ニュートリノ実験
施設

・主としてKEK   
担当

・核変換実験

施設

・ JAEA担当

中間子、ニュートリノ、反陽子等を用いて、自然界
の基本原理となる物理を探求

加速器駆動によるマイナーアクチニド、長寿命核分裂
生成物の核変換研究を展開

【期待される成果】
・高温超伝導機構の解明 ・工業製品の非破壊検査
・高密度磁気記録デバイスの開発 ・タンパク質や遺伝子の
・燃料電池・水素吸蔵合金の開発 働きの解明など

年間予想利用者数
3000人

年間予想利用者数
3000人

第
Ⅱ
期
計
画

施設整備予算（第Ⅰ期分）

1527億円 （うちJAEA分 860億円）

第Ⅰ期分
施設の建設

施設整備予算
264億円

今後の原子力委員会等の国レベル
の検討結果を踏まえて、計画を
具体化することが適当
（Ｈ15年大強度陽子加速器計画
中間評価報告書）

2008年
(H 20年)

国際公共財として、
国内外の研究者に広く開放

年間予想利用者数
1000人（2/3が国外）
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競合するパルス中性子施設

予算の確保と共用促進法の適用

国際的COEに相応しい施設とするための課題

ﾋﾞｰﾑﾗｲﾝ数最大の中性子施設

出力： 240kWに増強

パルス繰り返し数：50Hz

設置可能ビームライン数：33本
H19（2007)年9月増強完了予定

パルス強度最大の中性子施設

出力： 1.0MW

パルス繰り返し数：25Ｈｚ

設置可能ビームライン数：23本
H20(2008)年10月完成予定

パワー最大の中性子施設

出力： 1.4MW 、

パルス繰り返し数：60Hz

設置可能ビームライン数：24本
H18(2006)年5月完成

ISIS
ラザフォードアップルトン研究所

SNS
オークリッジ国立研究所J-PARC

○ J-PARCは、中性子以外にも種々の2次粒子が利用可能な多目的
研究施設。パルス中性子に関しては、アジア・オセアニアの 「地域

センター」としての位置づけ。 K中間子研究においては世界の中心。
ニュートリノ研究では世界三大計画の一つ。

○ISISは、現在稼働中の世界最強ﾊﾟﾙｽ中性子施設（160kW）。加速器
の240kWへの増強ならびに第2ﾀｰｹﾞｯﾄの新設工事中。

放射光施設DIAMONDを隣接して建設。

○米国SNSは、本年5月に中性子ファーストビーム達成。

「ナノサイエンス・ナノテク研究センター」の中核拠点の一つ。

特定先端大型研究施設

次世代スパコン SPring-8                        J-PARC              

世界最高レベルの性能を有し、広範な分野における多様な研究等
に活用されることにより、その価値が最大限に発揮される大規模な
研究施設

今後の適用を要望中現行適用施設

○ J-PARCを共用促進法の対象となる特定先端大型研究施設に

位置づけ、同法に基づく補助金による運転経費の確保をめざす。

（年度）

J
-
P
A
R
C
関
連
経
費
（
J
A
E
A
分
）

（億円）

○ J-PARC（第Ⅰ期）
建設は、Ｈ19年度で
ほぼ終了

○供用開始後の運転
経費予算の確保が
最大の課題

（JAEA分として最大
100億円/年）

○施設の整備

・初期設定出力達成(0.6→1.0MW)のためのリニアック性能向上

・中性子利用実験装置（ビームライン）の整備

・研究環境の整備（ユーザー居室、実験準備室、宿泊施設、食堂など）

・核変換研究（第Ⅱ期計画）の具体化

○運営体制の構築

・JAEA-KEKが一体化した運営 （大学共同利用制度との整合）

・ユーザー支援体制、課題審査制度、利用料金設定

・人員確保

○研究内容の充実

・優秀な研究者の育成、確保

・中性子産業利用を充実させるための方策 など

0

50

100

150

200

250

18 19 20 21 22
(2010)

23 24 25 26 27
(2015)

運転経費
リニアック性能向上
ビームライン建設
J-PARC建設
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高レベル放射性廃棄物の処理・処分技術に関する高レベル放射性廃棄物の処理・処分技術に関する研究開発研究開発

他の研究開発機関と

連携して研究開発を

進め、その成果を地層

処分の安全確保の

考え方や評価に係る

様々な論拠を支える

「知識ベース」として

体系化

成果目標

◇ 高レベル放射性廃棄物の地層処分に資する深地層の科学的研究、地層処分技術の信頼性向上や

安全評価手法の高度化等に関する研究開発等を推進する。

●瑞浪超深地層研究所
(結晶質岩)

●幌延深地層研究所
(堆積岩)

（イメージ図）

（イメージ図）

深地層の
科学的研究

地層処分
研究開発

知識ベース
の開発

・２つの

深地層研究

施設計画

・地質環境の

長期安定性

・工学技術の
開発

・安全評価
手法の開発

坑道掘削技術
人工バリア挙動
評価技術

坑道閉鎖
技術

坑道内での
地下水調査

ボーリング調査

物理探査

高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
の
地
層
処
分
の
実
現
に
向
け
、

基
盤
的
な
研
究
開
発
を
着
実
に
推
進

高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
の
地
層
処
分
の
実
現
に
向
け
、

基
盤
的
な
研
究
開
発
を
着
実
に
推
進

政策目標

知識ベースとして体系化

【知識ベース】

・最先端の知識工学的手法を活用して，知識ベースを具体化

・これまで取得した地層処分技術の知識を構造化し，整備

【知識管理システム】

・知識管理全体を運用・管理する仕組みの構築

・シンクタンクの構築

【計算機支援ツール】

・パブリックドメイン＆オープンソースのソフトウェアを

活用して具現化

・研究開発成果
の知識ベース化

オーバーパック

緩衝材

岩盤

物質移行地下水流動

ガラス固化体

・人工バリアの長期挙動や核種の溶解･移行等に関するデータの取得･拡充

・データベースの公開/更新とモデルの高度化
・深地層の研究施設等のデータを考慮した処分システムの設計および長期

性能の評価手法の構築

H22(2010)～プロトタイプの公開

知識管理システムの構築

地層処分技術
の知識ベース

シンクタンク

グローバル
知識ベース

web

研究開発セクター
・深地層の研究施設
・エントリー
・クオリティ

地層処分基盤研究
開発調整会議

ユーザー
・実施主体
・規制機関
・専門家
・その他のステーク
ホルダー
・公衆
・・・・

ｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝ

ナレッジオフィス
知識管理の戦略

要望

知識の
提供

知識ベースの
現状

予見される
要件

知識

必要な
研究開発
領域

JAEA
知識管理
システム

成果の反映

H１５(2003) H２０(2008) H２５(2013)

第１段階
地上からの
調査研究段階

第２段階
坑道掘削時の調査研究段階

第３段階
地下施設での調査研究段階

地上からの調査技術やモデル化手法の妥当性、掘削影響の確認

地上からの調査・評価技術の適用性確認

地下施設における調査研究開発

H21（2009)年度：中間深度（幌延300m程度、
瑞浪500m程度）までの調査研究を実施

H20年代後半：最終深度（幌延500m程度、
瑞浪1000m程度）における調査研究を開始
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高レベル放射性廃棄物処分研究開発に必要な予算

平成年度

研究開発成果をタイムリーに提供するために

○地層処分技術に関する基盤的な研究開発の着実な実施

「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」 （H１２.９閣議決定、H17改定）

・「国及び関係機関は、最終処分の安全規制・安全評価のために必要な研究開発、

深地層の科学的研究等の基盤的な研究開発及び地層処分技術の信頼性の向上に

関する技術開発等を積極的に進めていくものとする。」

（同様の趣旨が、法律付帯決議、原子力政策大綱にも記載）

処分事業、安全規制と機構が行う研究開発は密接に関連

○処分事業、安全規制に資するため、十分なリードタイムを持って研究開発を進め、

技術基盤となる成果をタイムリーに提供することが重要

・精密調査地区の選定（Ｈ20年代前半）前：

深地層の研究施設（幌延、瑞浪）における中間深度（幌延300m程度、瑞浪500m程度）

までの調査研究により、地上からの調査・評価技術の妥当性の確認及び設計・安全

評価手法の高度化を図り、これらの成果を知識ベースとしてとりまとめ、技術基盤と

して提供

・精密調査後半の「地下施設」の建設（Ｈ20年代後半を想定）前：

「地下施設」での調査手法の妥当性の根拠となる技術基盤を提供

○以上を確実に進めるために研究開発の効率的な推進とその予算確保が重要

研究開発を円滑に進めるために
○深地層の研究施設計画を安全・確実に進展させていくため、引き続き地元の信頼を得ていくことが重要

・地域への情報提供、成果の公開といった透明性の確保

・瑞浪、幌延の研究施設における環境対策の確実な実施

－坑内湧水及び掘削土（ズリ）等の対策

- 十分なリードタイムをもった研究開発の着実な推進

○技術基盤の整備及び提供にあたり、掘削が本格化した２つの深地層の研究施設

計画や地層処分研究開発の着実な推進を図るため、人材の確保と育成が重要

○処分事業は数十年もの長期にわたる事業であり、技術継承を含めた長期的な

人材育成が重要

- 人材の育成-

0

20
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140

18 19 20 21 22
(2010)

23 24 25 26 27
(2015)

高レベル放射性廃棄物
処分研究開発費

長期安定性等研究

瑞浪超深地層研究計画

幌延深地層研究計画

事業運営費

（年度）

（億円）

事業費（H19（2007)年度～H27(2015)年度）：約1,100億円

処分事業
（原環機構）

文献調査 概要調査 精密調査

（Ｈ 20年代前半） （Ｈ30 年代後半）

年度
2005
(H17)

2010
(H22)

2020
(H32)

原子力
機構 地層処分技術の信頼性向上と安全評価手法の高度化

①実際の地質環境への地層処分技術の適用性確認 ②地層処分システムの長期挙動の理解

精密調査地区
の選定

最終処分施設
建設地の選定

安全審査
基本指針

安全規制
（国）

地上からの調査研究段階
における地質環境の
調査・評価技術，

および
設計・安全評価手法の整備

坑道掘削時の調査研究段階
における地質環境の
調査・評価技術，
および

設計・安全評価手法の高度化

地下施設での調査研究段階
における地質環境の
調査・評価技術，

および
設計・安全評価手法の信頼性確認

概要調査地区
の選定

成果の
取りまとめ

地層処分に対する国民各層の理解

安全審査指針
・技術基準

安全
審査
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[ 第３期 中期計画以降 ]
(H27(2015)～ )

使
命
を
終
了
し
た
原
子
力
施
設
の
廃
止
措
置

研
究
開
発
等
に
よ
っ
て
発
生
す
る
放
射
性
廃
棄
物
の
合
理
的
な
処
理
処
分

使
命
を
終
了
し
た
原
子
力
施
設
の
廃
止
措
置

研
究
開
発
等
に
よ
っ
て
発
生
す
る
放
射
性
廃
棄
物
の
合
理
的
な
処
理
処
分

目標

ふげん解体の本格化

大型施設の解体・廃止措置小型研究施設の解体・廃止措置

東海再処理工場の廃止措置

廃止措置

当面の間は小型の原子力施設
の解体・廃止措置を実施し、

経験及びデータを得る。

既存施設による放射性廃棄物処理、貯蔵、
廃棄体化処理施設の運転等

放射性廃棄物の処分 RI・研究所等廃棄物処分事業の整備（H28(2016)目標） 処分場の操業開始

◇運転を終了した原子力施設の解体・廃止措置 ◇原子力施設の運転等から発生する放射性廃棄物の処理

◇RI・研究所等廃棄物の処分に向けた取組 ◇廃止措置及び放射性廃棄物の処理処分を合理的に実施するための研究開発

自らの原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理処分自らの原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理処分

むつ解体の本格化

再処理特研等約20施設の解体

放射性廃棄物の処理・貯蔵

●廃棄体確認にむけたシステム開発 ●研究施設用クリアランス検認システム開発
●処理処分システムの合理化 ●合理的安全評価手法の開発、等

研究開発

高減容処理施設

既存施設による廃棄物処理 クリアランス等による保管廃棄物量の低減化

処分場の立地、設計、安全評価、建設等

処分数量の低減
閉込め性能向上
性状把握の容易化
放射能評価

処分数量の低減
閉込め性能向上
性状把握の容易化
放射能評価

基盤の整備段階

[ 第1期 中期計画 ] (H17(2005)～H21(2009))

基盤の整備段階
[ 第２期 中期計画 ] (H22(2010)～H26(2014))

廃棄体化処理設備の整備段階

RI・研究所等廃棄物の処分に向けた取組

本格運転

整備、運転
ふげん廃棄物処理

TRU廃棄物処理等

低放射性廃棄物
処理技術開発施設

(LWTF）

DCA、VHTRC等の解体

人形濃縮施設解体の本格化

JRR-2の解体

統合準備会議報告
総額約６，０００億円

統合準備会議報告
総額約５，５００億円

統合準備会議報告
総額約６，０００億円

放射性廃棄物処理処分、廃止措置の費用低減を目指した研究開発

： 総額約９０億円（Ｈ１８(2006)～Ｈ２７(2015)の予定額）

ホット試験

整備、運転

輸
送
も
含
め
、
８
０
年
間
、
２
兆
円
で
実
施
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•廃棄物拠出金（浅地中処分、地層処分）及び廃棄物処理施設の運転が大きな割合を占める。

•ふげん関係には施設の施設維持費、使用済燃料輸送等が含まれる。

大洗

8%

ふげん

6%

人形峠

4%

10%

Pu燃施設

8%

再処理施設

24%

もんじゅ1%

那珂0.1%

高崎0.1%

むつ0.3%

東海その他0.1%

東海原子力
科学研究所
３９％

東海核燃料サイクル
工学研究所 ４２％

約３４万本
廃棄体：

約17万本相当

課題への対応

放射性廃棄物の貯蔵量

処分場の概要

処分場規模： コンクリートピット埋設：259,000本、
トレンチ埋設：360,000本

総費用（建設、操業）：約2，300億円

（年度）

18 19 20       21      22      23       24       25      26       27
(2010) (2015)

0

0

廃棄物処分拠出金

ふげん関係

ウラン濃縮施設関係

廃棄物処理施設運転等

廃棄物処分拠出金

廃棄物処理施設運転等

解体・廃止措置

その他

その他
特別会計

廃止措置・放射性廃棄物処理処分に係る予算推計

予算の確保
廃棄物貯蔵容量の確保
放射性廃棄物の貯蔵施設の容量不足が深刻化。
→ クリアランス等による放射性廃棄物の低減化に
向けた取組が必要。

処分場の早期整備と操業
施設解体の遅れと放射性廃棄物の貯蔵期間の長期化により維持管理費が増加。
→ 処分場建設に向けた早期取り組みが必要。

300

200

100

一般会計

鉱山跡措置関連

原子力科学研究所（全体）

核燃料サイクル工学研究所（＊＊）

人形峠環境技術センター（全体）

０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００

139,350

46,500

6,925

16,040

貯蔵容量（ドラム缶本数）

大洗研究開発センター（＊）

放射性廃棄物貯蔵施設における貯蔵割合

＊＊低放射性固体廃棄物（再処理系）施設

（Ｈ18年3月末）

（Ｈ18年3月末）

処分場の概念
• 文部科学省においてRI・研究所等廃棄物の処分事業に係る法制化
の準備が進行中（Ｈ19年度通常国会での成立を目指す）。

• 貯蔵施設の増設は困難。
• 貯蔵施設が満杯になると原子力施設の運転を停止せざるを得なくなり、
研究開発に過大な影響。

•RI・研究所等廃棄物処分事業の早期操業、廃棄物処理施設の整備。
•機構全体の研究開発とのバランスを考慮しつつバックエンド対策予算を重点配分。
•廃棄物拠出金（特別会計）の再処理役務廃棄物拠出金による充当を検討（文科省と財務省が協議中）

100

＊α固体廃棄物B保管施設

２兆円（８０年）との二法人統合準備会

での試算では、地層処分はＨ40年度
以降であり、Ｈ２０年度から処分費用を

拠出することは、想定していなかった。

バックエンド対策を着実に推進することにより

原子力事業者の模範として社会の信頼を得る。

10年間の合計

一般会計：約 710億円

特別会計：約2,100億円

（％）

（
億
円
）

ウラン施設
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後年度資金計画（後年度資金計画（ＨＨ1919年度～年度～2727年度）年度）

○第１期中期計画期間中（Ｈ20、21年度の2年間）における不足額（累計）は、「一般会計」で約１３０億円、「特別会計」で約７４０億円。

○第２期中期計画期間中における不足額（累計）は、「一般会計」で約３７０億円、「特別会計」で約３，５００億円。

その他事業、人件費・管理費等
廃止措置・放射性廃棄物処理処分研究開発費

量子ビーム応用研究費

核融合研究開発費

高レベル放射性廃棄物処分研究開発費

高速増殖炉サイクル研究開発費

想定される予算シーリング

【一般＋特別会計】
（億円）

(2010) (2015)
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3500

19 20 21 22 23 24 25 26 27

0
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1000

1500

2000

19 20 21 22 23 24 25 26 27

【一般会計】

【特別会計】

0

500

1000

19 20 21 22 23 24 25 26 27
(2010)

(2010) (2015)

(2015)

（年度）

（年度）

（年度）

（億円）

（億円）
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3原型炉の保守・管理技術の高度化、他

2 プルトニウム輸送システム技術開発

14 FBRサイクル開発戦略調査研究

2 核燃料サイクル安全研究費

10 再処理技術開発

13 廃止措置

34 高レベル処分

24 再処理低レベル廃棄物処理技術開発

15 地層科学研究開発

53 高速増殖原型炉「もんじゅ」改造工事

人件費
241億円
（22%）

租税公課
71億円
（6%）

共通業務費等 99億円（8%）
施設整備費 97億円（8%）

収入見合い 67億円（6%）

研究開発費(FBR以外) 64億円（5%）

研究開発(FBR) 23億円（2%）

もんじゅ点検費
・高レ掘削費
120億円（10%）

○ 全事業において徹底した合理化と効率化を進めて来た結果、以下のような費用構成になっている。

○ 変動的経費である研究開発費８７億円のうち、ＦＢＲサイクル関連及び高レベル処分関連で約２／３を占める。

○ 固定的経費は、すでに徹底した合理化を進めて来た結果であり、Ｈ１９年度予算では放射性物質を扱う施設として限界的 な努力を

行っている。それでもなお、Ｈ２０年度以降、さらに合理化努力を継続するが、捻出可能な額は小さい。

3 原子力防災対策に係る国からの受託収入

24 原子力発電安全性実証試験等受託収入

39 再処理役務に伴う電力等からの収入

ＨＨ１８年度予算総事業費１８年度予算総事業費構成比構成比 特別会計特別会計

（財務省要求額）

特別会計における固定的経費の削減推移

これまでにも削減してきており、
これ以上の削減困難

4 人材育成推進費

4 原子力損害賠償保険

5 核物質防護費

5 研究情報管理費

7 広報活動費

14 計算機運営費

16 放射線管理費

21 庁費・福利厚生費

固定的経費(FBR)
167億円
（14%）

固定的経費(FBR以外)
224億円
（19%）

7 ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ転換施設

8 NUCEF

12 HTTR

12 濃縮施設

17 ｶﾞﾗｽ固化技術開発施設

17 東海,大洗ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ施設

30 ふげん

61 東海再処理施設

高ﾚﾍﾞﾙ放射性物質研究施設（CPF）

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ廃棄物処理開発施設

高速実験炉「常陽」

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ燃料製造施設

もんじゅ

6 

8 

18 

36 

84 

１３ １４ １５ １６ １７ １８

（億円）

86 83 77 72 64 84

72 70 69 71 67 61

72 49 46 44 42 36

81
82

42 34 35 30

310

249

250
235

206 181

▲１４％

▲９％
▲６％

▲９％
▲５％

▲２２９億円

（▲３７％）

621
533

484
456

414
392

もんじゅもんじゅ

再処理再処理

プル燃プル燃

ふげんふげん

その他その他

（年度）
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ＨＨ1818年度予算総事業費構成比年度予算総事業費構成比 一般会計一般会計

4先端基礎研究費

21原子力基礎工学研究費

1
廃止措置・放射性廃棄物
処理処分研究開発費

3安全・核不拡散研究費

14量子ビーム応用研究費

6核融合研究開発費

22管理費

24共通業務費

60連携強化・社会要請対応活動費

103TIARA他

13高減容処理施設

10JRR-3

10J-PARC

30大型計算ｾﾝﾀｰ

26JT-60

○全事業について合理化・効率化を図ってきている。

○研究開発費については、ＩＴＥＲ補助金を含めても、全体の７％程度を確保するに留まっている。

○Ｈ１３年度以降５ヵ年間で４３％の削減を行ってきており、安全対策上、これ以上の削減は厳しい状況にある。

収入見合い 2億円（0%）
租税公課

33億円（4%）

人件費

253億円（31%）

固定的経費

192億円（23%）

研究開発 50億円（6%）

国際熱核融合実験炉

研究開発費補助金

（ITER） 12億円（1%）

施設整備費

（J-PARC）

181億円（22%）

共通業務費等
106億円（13%）

これまでにも削減してきており、
これ以上の削減困難

▲147億円
（▲43％）

208
163

146

（億円）

230

339

252
▲５％

▲１８％

▲１０％

▲８％

▲１２％

62
30 29 27 26 26

20

16 16 11 11 10
1 3 10 J-PARC

JRR-3
JTJT--6060

その他

298
275

247

203
192257

１３ １４ １５

一般会計における固定的経費の削減推移

１６ １７ １８ （年度）
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経営課題経営課題
【これまでの経営努力】

○原子力機構が行う研究開発の意義・重要性に対する国家的合意形成を、内閣府・文部科学省・経済産業省・自由民主党・日本経済団体

連合会・原子力産業協会等に要請。

◇総合科学技術会議の第3期基本計画において、次のように位置づけられた。

「国家基幹技術」・・・高速増殖炉サイクル技術

「戦略重点科学技術」・・・ITER計画、高レベル放射性廃棄物処分技術

◇経済産業省の「原子力立国計画」において、高速増殖炉サイクル技術開発等が重点化された。

○研究開発の重点化と効率化を推進。

○外部資金（競争的資金の獲得など）の導入拡大。

○経費と人員の削減による経営の合理化、事務処理の簡素化と迅速化を推進。

【更なる経営努力】 研究開発を実施するための資源（予算、人材）の確保

［予算」

○中期目標を達成するための研究開発費が、原子力機構の合理化努力をもってしても確保できないため、以下を努力。

◇ Ｈ18年度特別会計から一般会計に繰り入れた予算（約３００億円）を、特別会計への戻し入れを働きかけ。

◇民間の拠出金（再処理役務廃棄物拠出金約２,０００億円）等の受取制度の早期整備。

◇文部科学省並び経済産業省における予算獲得のしくみの見直し等を要請。

（例 ： 共用促進法適用による補助金の拡大、特別会計利用勘定と立地勘定比率の見直し）

○更なる合理化努力の継続と発想の転換による合理化を追求。

［人材］

○ プロパー職員の削減により、技術基盤維持やプロジェクト推進に支障が出る恐れがあるため、研究員・技術員の任期付任用など

による人材確保策の検討。

○次世代を支える人材確保のため、広く民間事業者、産業界の人材の拡充や技術継承のための体制づくりなどの検討。




